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‭第１章　総　　　　則‬

‭第１条　適用‬

‭本仕様書は、那須塩原市（以下「発注者」という。）が業務を委託する「令和９年度評価替え‬

‭に係る衛星画像調達業務委託」（以下「本業務」という。）の実施に必要な事項を定めるものと‬

‭する。‬

‭第２条　目的‬

‭本業務は、課税事業の円滑な運営を図るために必要な基礎資料（衛星画像）を整備すること‬

‭で、固定資産税の適正かつ公平な課税及び住民サ－ビス向上につなげることを目的とする。ま‬

‭た、本業務で調達した衛星画像は、職員の作業効率化に資するよう、那須塩原市地番図システム‬

‭及び統合型ＧＩＳに搭載し、庁内利用及び一部外部提供を行うことを想定するものとする。‬

‭第３条　準拠すべき法令等‬

‭　本業務は、契約書及び本仕様書によるほか、下記に示す法令等に準拠して実施するものとす‬

‭る。‬

‭(１)　地方税法（昭和２５年法律第２２６号）‬

‭(２)　固定資産評価基準（昭和３８年１２月２５日自治省告示第１５８号）‬

‭(３)　測量法（昭和２４年６月３日法律第１８８号）‬

‭(４)　地理空間情報活用推進基本法（平成１９年法律第６３号）‬

‭(５)　地理空間情報標準プロファイル２０１４（令和元年７月）‬

‭(６)　地理空間データ製品仕様書マニュアル（令和２年１１月）‬

‭(７)　国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）‬

‭(８)　不動産登記法（平成１６年法律第１２３号）‬

‭(９)　那須塩原市税条例（平成１７年那須塩原市条例第６４号）‬

‭(10)　個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年那須塩原市条例第３７号）‬

‭(11)　那須塩原市財務規則（平成１７年那須塩原市規則第５０号）‬

‭(12)　その他関係令、規則、規定等‬

‭第４条　疑義‬

‭本仕様書に記載のない事項又は疑義が生じた事項については、発注者と請負人（以下「受注‬

‭者」という。）と協議の上、発注者の指示に従い業務を遂行するものとする。‬

‭第５条　貸与資料‬

‭　本業務の実施に当たり、発注者は以下の資料を貸与するものとする。貸与を受けられるのは、‬

‭業務実施計画書に記載のある者とし、貸与された資料の保管、管理及び取扱いについては忘失、‬

‭汚損、破損等のないよう万全の注意を払うものとする。‬

‭　なお、貸与を受ける際には借用書等を提出し、業務完了後は速やかに返却すること。‬

‭（１）令和６年度評価替えに係る航空写真撮影業務委託　成果品‬ ‭　　　　　　　　１式‬

‭第６条　提出書類等‬

‭受注者は、本業務の着手に先立ち、以下の書類を提出し、発注者の承認を受けるものとする。‬

‭(１)　業務実施計画書‬

‭(２)　実施工程表‬

‭(３)　管理技術者届出書‬

‭第７条　業務の指示及び打合せ‬

‭受注者は、業務を遂行するに当たり、当該契約に基づき発注者が認める監督員と常に密接な連‬

‭絡を取り、その指示及び監査を受けなければならない。また、受注者は打合せ事項について、そ‬

‭の都度打合せ記録簿を２部作成し、発注者・受注者が各１部保管するものとする。‬
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‭第８条　守秘義務及びセキュリティの遵守‬

‭受注者は、本業務を行う上で、取り扱う行政情報（貸与資料等）等に対してのセキュリティ管‬

‭理の徹底を保証するため、以下の関係資格を取得し、様式１を提出するものとする。また、各資‬

‭格については契約拠点及び主任技術者在籍部署で認証を取得しているものとする。‬

‭(１)　ISO9001  ：（品質マネジメントシステム）‬

‭(２)　ISO27001 ：（情報セキュリティマネジメントシステム）‬

‭(３)　JISQ15001：（個人情報保護マネジメントシステム）‬

‭第９条　事業者要件‬

‭　受注者は、過去５年以内に地方自治体より発注された固定資産判読に係る衛星画像調達業務に‬

‭ついて完了実績を有しており、様式２を提出するものとする。‬

‭第１０条　配置技術者‬

‭　受注者は、以下に掲げる資格、実績等を有する技術者を配置することとし、様式１を提出する‬

‭ものとする。‬

‭(１)‬‭　‬‭管‬‭理‬‭技‬‭術‬‭者‬‭：‬‭自‬‭社‬‭の‬‭正‬‭社‬‭員‬‭と‬‭し、‬‭過‬‭去‬‭に‬‭固‬‭定‬‭資‬‭産‬‭判‬‭読‬‭に‬‭係‬‭る‬‭衛‬‭星‬‭画‬‭像‬‭調‬‭達‬‭業‬‭務‬‭の‬‭完‬‭了‬‭実‬

‭　　　　　　　　　　績を有するものとする。‬

‭(２)　主任技術者：測量士又は測量士補の資格を有すること。‬

‭(３)　照査技術者：空間情報総括監理技術者の資格を有すること。‬

‭※(１)及び(２)について、兼任も可能とする。‬

‭第１１条　成果品納入‬

‭本成果品の納入は、第３章のとおりとする。‬

‭第１２条　履行期間‬

‭本業務の履行期間は、令和７年９月２６日から令和８年２月１３日までとする。‬

‭第１３条　担当課‬

‭　那須塩原市　総務部　固定資産税課　‬
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‭第２章　業務内容‬

‭第１４条　ライセンス条件‬

‭本業務で調達する衛星画像のライセンス条件は以下のとおりとする。‬

‭（１）那須塩原市地番図システム及び統合型ＧＩＳにて庁内利用可能なものとする。‬

‭（２）行政サービスとして、窓口で住民等への閲覧を可能とする。‬

‭２　発注者は、本業務において取得した衛星画像データについて、衛星事業者と受注者で締結し‬

‭たエンドユーザー使用許諾契約書を遵守する。‬

‭第１５条　衛星画像調達‬

‭受注者は、次に掲げる条件を満たす衛星画像を新規撮影により調達しオルソ加工を行うものと‬

‭する。‬

‭(１)　調達範囲：那須塩原市内全域（５９２．７４㎢）を包含する範囲‬

‭(２)  撮影期間：令和７年１０月１日～令和７年１２月１５日‬

‭　　　　※なお、天候不順等により期間内に撮影を行うことが困難な場合、発注者と撮影期間に‬

‭　　　　ついて協議を行うものとする。‬

‭(３)　衛星基数：２基以上‬

‭(４)　地上画素寸法：１５ｃｍ程度（３０ｃｍ相当の衛星画像をＨＤ処理により、解像度１５‬

‭ｃｍ程度に引き上げること）‬

‭(５)　処理レベル：固定資産判読用高精度オルソ‬

‭　(６)　水平位置精度：地図情報レベル２５００相当（標準偏差２．５m以内）とする。　　　‬

‭　(７)　雲量：画像全体の５％以下‬

‭(８)　撮影角度：入射角２０°以下‬

‭(９)　色、階調：３バンドパンシャープン以上、８ビット‬

‭(10)　シーン毎に撮影が異なる場合は、色調補正により可能な限り色調補正を行うこと。‬

‭(11)　測地系：世界測地系（ＪＧＤ２０１１）‬

‭(12)　座標系：平面直角座標系第９系‬

‭(13)　提供フォーマット：GeotiffおよびJPEG形式（位置情報ワールドファイル付き）‬

‭第１６条　オルソ画像作成‬

‭受注者は、調達した衛星画像について、地上基準点および数値地形モデルを用いて正射変換し‬

‭オルソ画像データを作成するものとする。地上基準点は、令和６年度評価替えに係る航空写真撮‬

‭影業務委託成果品より取得することとし、数値地形モデルは国土地理院公開のデータを使用する‬

‭こととする。‬

‭第１７条　接合処理及び色調補正‬

‭受注者は、前項で作成したオルソ画像について、画像間の色調や接合境界が可能な限り目立た‬

‭なくなるよう、色調補正および接合処理を実施し、1つの画像として作成することとする。‬

‭第１８条　打合せ協議‬

‭打合せ協議は、本業務着手時および納品時の計２回を基本とするが、必要に応じて随時行‬

‭うものとする。なお、受注者はその都度打合せ記録簿を作成し、発注者に提出し確認を行うもの‬

‭とする。打合せの実施方法については、WEB開催等を含め発注者と協議の上決定するものとす‬

‭る。‬
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‭第３章　成 果 品‬

‭第１９条　成果品‬

‭本業務における成果品は下記のとおりとする。　　　　　　　　　　　‬

‭１　納品物‬

‭　(１)　衛星画像データ（GeotiffおよびJPEG形式（位置情報ワールドファイル付き））　１式‬

‭　(２)　オルソ画像データ（GeotiffおよびJPEG形式（位置情報ワールドファイル付き）) １式‬

‭　(３)　(１)及び（２）を格納した電子記憶媒体‬ ‭　　　 　　  １式‬

‭※那須塩原市地番図システム及び統合型GISへ搭載を想定しているため、上記以外の方法でも発注‬

‭者と協議の上、認めたものについては可能とする。‬ ‭　　　 　　　　　‬

‭２　納品場所‬

‭那須塩原市　総務部　固定資産税課‬

‭３　セキュリティ‬

‭受注者は、納品する電子ファイルがウィルスなど情報セキュリティにかかる危険要因が完‬

‭全に除去されているなど、ウイルスチェックを行い安全性が十分確保されていることを確認‬

‭の上、納品すること。‬

‭第２０条　支払条件‬

‭　業務完了後の一括払とする。‬
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